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令和８年度 小国町水道事業会計予算

（総 則）

第１条 令和８年度小国町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

⑴ 給水戸数 2,341 戸

⑵ 年間総給水量 682,799 ㎥

⑶ 一日平均給水量 1,870 ㎥

⑷ 主要な建設事業

水道管布設替工事 85,000 千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

第１款 水道事業収益 151,538 千円

第１項 営業収益 139,382 千円

第２項 営業外収益 12,150 千円

第３項 特別利益 6千円
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支 出

第１款 水道事業費 146,363 千円

第１項 営業費用 139,797 千円

第２項 営業外費用 6,062 千円

第３項 特別損失 4千円

第４項 予備費 500 千円

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 170,597 千円は、当年度分消費税資本的

収支調整額 13,102 千円及び減債積立金 20,000 千円、建設改良積立金 40,000 千円、過年度分損益勘定留保資金 97,495 千円で補てんするものとする。）

収 入

第１款 資本的収入 25,086 千円

第１項 企業債 17,000 千円

第２項 他会計出資金 6,076 千円

第３項 工事負担金 2,000 千円

第４項 その他の資本的収入 10 千円

支 出

第１款 資本的支出 195,683 千円

第１項 建設改良費 153,683 千円

第２項 企業債償還金 41,000 千円

第３項 予備費 1,000 千円
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（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、100,000 千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

⑴ 営業費用

⑵ 営業外費用

⑶ 特別損失

⑷ 建設改良費

⑸ 企業債償還金

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会

の議決を経なければならない。

⑴ 職員給与費 18,924 千円

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

水道管布設替工事 17,000 千円 証書借入

年 5％以内

（ただし、利率見直し方法で借り入れる政

府資金及び地方公共団体金融機構資金、市

中銀行等について、利率の見直しを行った

後においては当該見直し後の利率）

政府資金等については、その融資条件

により、銀行その他の場合にはその債

権者と協定するところによる。ただし、

企業財政の都合により据置期間及び償

還期限を短縮し、又は繰上償還もしく

は低利に借換えすることができる。
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（他会計からの補助金)

第９条 水道事業会計出資及び助成のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、8,103 千円である。

（たな卸資産購入限度額）

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、3,300 千円と定める。

令和８年３月３日 提出

小国町長 渡 邉 誠 次
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予算に関する説明書
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予定額(千円)

１ 水 道 事 業 収 益 151,538 

１ 営 業 収 益 139,382 

１ 給 水 収 益 138,600 水道料金収入

２ 受 託 工 事 収 益 22 受託工事収入

３ そ の 他 営 業 収 益 760 諸手数料収入等

２ 営 業 外 収 益 12,150 

１ 受 取 利 息 及 び 配 当 金 400 預金利息

２ 補 助 金 2,025 一般会計補助金

３ 加 入 金 308 加入金収入

４ 長 期 前 受 金 戻 入 8,432 長期前受金戻入

５ 引 当 金 戻 入 益 412 引当金取崩し額計上

６ 消 費 税 及 び 1 消費税還付金

地 方 消 費 税 還 付 金

７ 雑 収 益 572 不用品売却代等

３ 特 別 利 益 6 

１ 固 定 資 産 売 却 益 2 固定資産売却益

２ 過 年 度 損 益 修 正 益 2 過年度損益修正益

３ そ の 他 特 別 利 益 2 その他特別利益

令和８年度　小国町水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　入

款 項 目 備　　　　考
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予定額(千円)

１ 水 道 事 業 費 146,363 

１ 営 業 費 用 139,797 

１ 原 水 及 び 浄 水 費 20,263 取水施設の維持及び管理に要する経費

２ 配 水 及 び 給 水 費 13,750 配水施設の維持及び管理に要する経費

３ 受 託 工 事 費 220 受託工事に要する経費

４ 総 係 費 37,134 事務運営管理に要する総括的経費

５ 減 価 償 却 費 67,060 有形固定資産の減価償却費

６ 資 産 減 耗 費 1,020 有形固定資産の除却損及びたな卸資産の減耗費

７ そ の 他 営 業 費 用 350 材料売却原価

２ 営 業 外 費 用 6,062 

１ 支 払 利 息 6,010 企業債及び一時借入金の利息

２ 消費税及び 地方消費 税 1 消費税及び地方消費税

３ 雑 支 出 51 材料、不用品の売却原価等

３ 特 別 損 失 4 

１ 過 年 度 損 益 修 正 損 2 過年度損益修正損

２ そ の 他 特 別 損 失 2 その他特別損失

４ 予 備 費 500 

１ 予 備 費 500 

支　　　出

款 項 目 備　　　　考
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予定額(千円)

１ 資 本 的 収 入 25,086 

１ 企 業 債 17,000 

１ 企 業 債 17,000 水道管布設替工事

２ 他 会 計 出 資 金 6,076 

１ 他 会 計 出 資 金 6,076 一般会計

３ 工 事 負 担 金 2,000 

１ 工 事 負 担 金 2,000 消火栓設置工事等負担金

４ その他資本的収入 10 

１ そ の 他 収 入 10 

資本的収入及び支出

収　　　入

款 項 目 備　　　　考
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予定額(千円)

１ 資 本 的 支 出 195,683 

１ 建 設 改 良 費 153,683 

１ 原水及び浄水設備工事費 18,010 原水及び浄水設備工事等費用

２ 配 水 設 備 工 事 費 130,081 配水管布設工事等費用

３ メ ー タ ー 費 2,320 メーター費用

４ 固 定 資 産 購 入 費 3,272 工具・器具・備品等費用

２ 企 業 債 償 還 金 41,000 

１ 企 業 債 償 還 金 41,000 既借入企業債の元金償還金

３ 予 備 費 1,000 

１ 予 備 費 1,000 

　支　　　出

款 項 目 備　　　　考
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（単位：円）

１． 業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益 100,000

　減価償却費 67,060,000

　固定資産除却費 1,000,000

　引当金の増減額（△は減少） △ 619,000

　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 400,000

　長期前受金戻入額 △ 8,432,000

　受取利息及び受取配当金 △ 400,000

　支払利息 6,010,000

　固定資産売却損益 △ 2,000

　未払金の増減額（△は減少） △ 203,364

　未収金の増減額（△は増加） △ 3,984,530

　たな卸資産の増減額（△は増加） △ 2,730,000

　　小計 57,399,106

　利息及び配当金の受取額 400,000

　利息の支払額 △ 6,010,000

　業務活動によるキャッシュ・フロー 51,789,106

２． 投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 140,400,000

　有形固定資産の売却による収入 2,000

　負担金による収入 1,829,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 138,569,000

３． 財務活動によるキャッシュ・フロー

　建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 17,000,000

　建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 41,000,000

　他会計からの出資による収入 6,076,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 17,924,000

資金減少額 △ 104,703,894

資金期首残高 279,004,428

資金期末残高 174,300,534

令和８年度小国町水道事業予定キャッシュフロー計算書
（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）
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※１　（　）内は、会計年度任用職員、検針員について外書き。

※２　本年度の手当には、賞与引当金繰入額（法定福利費含む。）を含む。

給　与　費　明　細　書

１　総括

職　員　数 給　　与　　費

特別職 一般職 報酬 給料 手当 計

(人) (人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 0 2 (3) 2,810 6,304 5,635 14,749 4,175 18,924

前年度 0 2 (3) 2,770 10,100 9,288 22,158 6,312 28,470

比　較 0 0 (0) 40 △ 3,796 △ 3,653 △ 7,409 △ 2,137 △ 9,546

扶養手当 管理職手当 住居手当 通勤手当 時間外勤務手当 期末･勤勉手当 児童手当 地域手当 その他の手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 138 0 648 24 1,560 3,145 120 0 0

前年度 480 0 912 72 2,950 4,154 720 0 0

比　較 △ 342 0 △ 264 △ 48 △ 1,390 △ 1,009 △ 600 0 0

区　　分

法　定
福利費

合　計

手
当
の
内
訳

区　分
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　⑴　職員１人当たり給与

　⑵　初任給

２　給料及び手当の増減額の明細

増減額 増減事由別内訳

(千円) (千円)　　

給与改定に伴う増減分 0 

昇給に伴う増加分 0 

その他の増減分 △ 3,796 職員配置換え

制度改正に伴う増減分 0 

昇給に伴う増加分 0 

その他の増減分 △ 3,960 職員配置換え

３　給料及び手当の状況

区　　　　分 行政職

平 均 給 料 月 額 (円) 262,666 

平 均 給 与 月 額 (円) 298,000 

平 均 年 齢 (歳) 25.0 

平 均 給 料 月 額 (円) 267,900 

平 均 給 与 月 額 (円) 302,265 

平 均 年 齢 (歳) 30.0 

一般会計の制度

行政職 (円)

高校卒 201,500 201,500 

短大卒 214,400 214,400 

大学卒 226,900 226,900 

区　　分 説　　　　明

給　　料 △ 3,796 

手　　当 △ 3,653 

令和8年4月1日現在

令和7年4月1日現在

区　　分 行政職 (円)
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　　（級別の基準となる職務）

　⑶　級別職員数

行　政　職

級 職員数 (人) 構成比 (％)

１級 2 100.0 

２級 0 0.0 

３級 0 0.0 

４級 0 0.0 

５級 0 0.0 

６級 0 0.0 

計 2 100.0 

１級 1 50.0 

２級 0 0.0 

３級 1 50.0 

４級 0 0.0 

５級 0 0.0 

６級 0 0.0 

計 2 100.0 

区　　分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

区　　分

行政職 主事の職務 主査の職務 係長の職務

課長補佐、主幹の
職務

高度な知識経験を
必要とする業務を
行う係長の職務

課長、審議員の職
務

総務課長の職務

高度な知識経験を
必要とする業務を
行う課長の職務

令和8年4月1日現在

令和7年4月1日現在
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職員数 (A)

昇給に係る職員数 (B)

職員数 (A)

昇給に係る職員数 (B)

　⑸　特殊勤務手当

　⑷　昇給

区　　　　　分 合　計 行政職

(人) 2 2 

(人) 2 2 

２号級 (人) 0 0 

４号級 (人) 2 2 

６号級 (人) 0 0 

８号級 (人) 0 0 

比　　率　(B)/(A) (％) 100.0 100.0 

(人) 2 2 

(人) 2 2 

２号級 (人) 0 0 

４号級 (人) 2 2 

６号級 (人) 0 0 

８号級 (人) 0 0 

比　　率　(B)/(A) (％) 100.0 100.0 

区　　　　　分 合　計 行政職

給料総額に対する比率 (％) ― ―

支給対象職員の比率（令和8年1月1日現在） (％) ― ―

支給対象職員１人当たり平均支給月額 (円) ― ―

代表的な特殊勤務手当の名称 ― ―

号給数内訳

号給数内訳

本
　
年
　
度

前
　
年
　
度
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　⑺　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

　⑻　その他の手当

　⑹　期末手当・勤勉手当

支給期別支給率 支給率計 職制上の段階、職務の

6月 (月分) 12月 (月分) (月分) 級等による加算措置　

本　　年　　度 2.325 2.325 4.650 有

前　　年　　度 2.300 2.300 4.600 有

一般会計の制度 2.300 2.300 4.600 有

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 その他の　

(月分) (月分) (月分) (月分) 加算措置等

一般会計の制度

（支給率等）

区　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

扶　養　手　当 同

地　域　手　当 同

住　居　手　当 同

通　勤　手　当 同

区　　分 備　　考

区　　分 備　　考

支　給　率　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 制度なし

24.586875 33.27075 47.709 47.709 制度なし
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（単位：円）

１

⑴

イ 4,920,310

ロ 15,885,925

△ 10,162,559 5,723,366

ハ 3,035,552,480

△ 1,451,894,142 1,583,658,338

ニ 306,423,898

△ 252,992,827 53,431,071

ホ 1,224,606

△ 1,163,375 61,231

ヘ 10,797,340

△ 9,715,733 1,081,607

ト 183,403,511

1,832,279,434

1,832,279,434

２

⑴ 174,300,534

⑵ 11,827,000

△ 623,320 11,203,680

⑶ 7,564,846

⑷ 0

193,069,060

2,025,348,494

令和８年度小国町水道事業予定貸借対照表
（令和９年３月３１日）

資産の部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 ・ 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３

⑴

イ 460,511,174

460,511,174

⑵

イ 23,365,984

23,365,984

483,877,158

４

⑴

イ 36,065,780

36,065,780

⑵ 0

⑶

イ 378,000

ロ 80,000

458,000

⑷ 370,850

36,894,630

５

⑴ 566,336,825

⑵ △ 396,890,785

169,446,040

690,217,828

負債の部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

預 り 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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６

⑴

イ 453,808,845

ロ 230,841,400

ハ 115,679,245 800,329,490

800,329,490

７

⑴

イ 972,645

ロ 3,525,627

ハ 63,693,038

68,191,310

⑵

イ 75,811,540

ロ 80,000,000

ハ 311,225,612

467,037,152

535,228,462

1,335,557,952

2,025,775,780

資本の部

資 本 金

資 本 金

固 有 資 本 金

繰 入 資 本 金

組 入 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

負 担 金

加 入 金

国 庫 （ 県 ） 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当年度未処 分利益剰余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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注記

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項

１．たな卸資産の評価基準及び評価方法

⑴ 貯蔵品 先入先出法による原価法

２．固定資産の減価償却方法

⑴ 有形固定資産

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数 建物 30～40 年

構築物 10～50 年

機械及び装置 8～16 年

車両運搬具 4年

工具器具及び備品 5～15 年

３．引当金の計上方法

⑴ 賞与引当金及び法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びこれらに伴い発生する

法定福利費の支払いに備えるため、当年度末における支給見込額

に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

⑵ 貸倒引当金

債権の不能欠損による損失に備えるため、実績等により回収不

能見込額を計上している。

⑶ 退職給付引当金

退職給付引当金については、退職手当を一般会計で負担してい

るため計上していない。

４．消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

１．引当金の取崩し

⑴ 貸倒引当金の取崩し

債権の回収不能見込額が減少しているため、貸倒引当金 410 千

円を取り崩す見込みである。

⑵ 賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し

期末手当、勤勉手当及びこれらに伴い発生する法定福利費を支給

する予定のため、賞与引当金及び法定福利費引当金 1,079 千円を取

崩す見込みである。

Ⅲ．その他の注記

１．新会計基準移行に係る経過処置

⑴ 修繕引当金に関する経過処置

平成 26 年 3月 31 日以前に引き当てられたものについては、引き

続き従前の例により取り崩すこととする。
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（単位：円）

１

⑴ 127,091,000

⑵ 20,000

⑶ 574,000 127,685,000

２

⑴ 16,017,000

⑵ 12,337,000

⑶ 91,000

⑷ 33,251,000

⑸ 68,100,000

⑹ 1,520,000

⑺ 341,000 131,657,000

3,972,000

３

⑴ 100,000

⑵ 2,110,000

⑶ 280,000

⑷ 8,900,000

⑸ 2,000

⑹ 521,000 11,913,000

４

⑴ 6,510,000

⑵ 47,000 6,557,000 5,356,000

△ 1,384,000

令和７年度小国町水道事業予定損益計算書
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 の 営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

補 助 金

加 入 金

長 期 前 受 金 戻 入

引 当 金 戻 入 益

加 入 金

営 業 外 費 用

支払利息及び 企業債取扱諸費

雑 支 出

経 常 損 失
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５

⑴ 2,000

⑵ 2,000

⑶ 2,000 6,000

６

⑴ 2,000 4,000 2,000

△ 1,386,000

249,739,612

251,125,612

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

過 年 度 損 益 修 正 益

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失

そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当年 度 未 処 分利 益 剰 余 金
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（単位：円）

１

⑴

イ 4,920,310

ロ 15,885,925

△ 9,847,559 6,038,366

ハ 3,036,552,480

△ 1,392,103,142 1,644,449,338

ニ 306,423,898

△ 246,223,827 60,200,071

ホ 1,224,606

△ 1,163,375 61,231

ヘ 10,797,340

△ 9,530,733 1,266,607

ト 43,003,511

1,759,939,434

1,759,939,434

２

⑴ 279,004,428

⑵ 7,842,470

△ 1,023,320 6,819,150

⑶ 5,262,132

291,085,710

2,051,025,144

令和７年度小国町水道事業予定貸借対照表
（令和８年３月３１日）

資産の部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 ・ 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３

⑴

イ 480,449,054

480,449,054

⑵

イ 23,365,984

23,365,984

503,815,038

４

⑴

イ 40,127,900

40,127,900

⑵ 203,364

⑶

イ 940,000

ロ 137,000

1,077,000

⑷ 370,850

41,779,114

５

⑴ 564,507,825

⑵ △ 388,458,785

176,049,040

721,643,192

負債の部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

預 り 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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６

⑴

イ 453,808,845

ロ 224,765,400

ハ 115,679,245 794,253,490

794,253,490

７

⑴

イ 972,645

ロ 3,525,627

ハ 63,693,038

68,191,310

⑵

イ 105,811,540

ロ 110,000,000

ハ 251,125,612

466,937,152

535,128,462

1,329,381,952

2,051,025,144

資本の部

資 本 金

資 本 金

固 有 資 本 金

繰 入 資 本 金

組 入 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

負 担 金

加 入 金

国 庫 （ 県 ） 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当年度未処 分利益剰余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計


